
 共通到達度確認試験 第１回～第４回試行試験報告書のポイント 
 
 第１回試行試験（平成２６年度） 第２回試行試験（平成２７年度） 第３回試行試験（平成２８年度） 第４回試行試験（平成２９年度） 

試験の 

対象・科目 

・未修１年次を対象 

・実施科目：憲法・民法・刑法 

・未修１年次・２年次、既修２年次を対象 

・実施科目：憲法・民法・刑法 

（１年と２年次で同一問題） 

・未修１年次・２年次、既修２年次を対象 

・実施科目 

１年次 憲法・民法・刑法  

２年次 憲法・民法・刑法・民事訴訟法・ 

刑事訴訟法・商法・行政法 

（憲民刑は１年と２年次で一部異なる問題） 

 

・未修１年次・２年次、既修２年次を対象 

・実施科目：憲法・民法・刑法 

（１年と２年次で同一問題） 

問題数・配点 ・憲法：３０問（１００点満点） 

・民法：４５問（１５０点満点） 

・刑法：３０問（１００点満点） 

 

正誤式問題と多肢選択式問題の比率 

２：１ 

 正誤式問題と多肢選択式問題の配点 

１：３ 

・憲法：４０問（７０点満点） 

・民法：６０問（１００点満点） 

・刑法：４０問（７０点満点） 

 

正誤式問題と多肢選択式問題の比率 

憲法・刑法が５：３、民法が２：１ 

 正誤式問題と多肢選択式問題の配点 

１：３ 

・憲法   ：３０問（５０点満点） 

・民法   ：４５問（７５点満点） 

・刑法   ：３０問（５０点満点） 

・民事訴訟法：２４問（４０点満点） 

・刑事訴訟法：２５問（４５点満点） 

・商法   ：２５問（４５点満点） 

・行政法  ：２４問（４０点満点） 

 

正誤式問題と多肢選択式問題の比率 

憲法・民法・刑法・民訴法が２：１、 

刑訴法・商法が３：２、行政法が３：１ 

 正誤式問題と多肢選択式問題の配点 

１：３。行政法は１：２と１：４の組合せ 

 

・憲法：３０問（５０点満点） 

・民法：４５問（７５点満点） 

・刑法：３０問（５０点満点） 

 

正誤式問題と多肢選択式問題の比率 

２：１ 

 正誤式問題と多肢選択式問題の配点 

１：３ 

試験の設問の 

在り方・範囲・ 

難易度について 

・出題形式は正誤式及び多肢選択式 

（概ね５肢から正しいものを選択）。 

・出題範囲は「共通的な到達目標モデル

（第二次案修正案）」（以下、「コア・

カリキュラム」という。）及びＷＧ委

員の大学の到達目標を参照し、未修

１年次学生にとって必要とされるべ

き基本的学修内容の修得を確認でき

るよう出題。なお、法学検定試験委員

会が実施する法学既修者試験の問題

を一部使用。 

・科目内においては出題範囲を限定す

るような措置は講じていない。ただ

し、一部については未修１年次に扱

わない領域（例えば民法における相

続）があることに留意。 

 

 

 

・未修者と既修者の別や学年の別ごとの分

析のため、問題数を３割強増やして実施。

正誤式と多肢選択式の比率については、

問題数の増加に伴い、民法は昨年と同様

であるが憲法・刑法については多肢選択

式の比率がやや増加。 

・２年次までの学修を通じて修得すべき基

本的学修内容の習得を確認できるよう出

題することとし、基礎的な問題を中心と

しつつも、やや発展的・応用的な内容に

ついても出題。やや発展的・応用的な内

容については正答率が低い傾向。 

・平均点については２年次学生の参加によ

り大幅に増加しているものの、１年次学

生のみをみると昨年と同等。 

 

 

 

 

・憲法・民法・刑法に関しては第１回試行試験と同

じ出題数とし、民事訴訟法・刑事訴訟法・商法・

行政法を憲法等より少なめに出題。問題数を前

回より減らしたが、大きな不都合はない。 

・民事訴訟法・刑事訴訟法・商法・行政法に関し、

試験範囲を限定するかは科目ごとの判断に委

ね、限定する場合には事前周知を行うこととし

たところ、刑事訴訟法及び商法に関して、一部が

試験範囲から除外された。 

・１年次と２年次の共通問題については２年次の

方が全体の正解率が高く、受験生の理解度を図

ることができた。他方、一部の設問については１

年次の正答率が高いなどの結果もあり、長期的

な傾向の注視が必要。 

 

 

 

 

 

・出題形式は正誤式及び多肢選択式 

（概ね５肢から正しいものを選択）。 

・到達目標モデルは３年間の法科大学院の学修によ

って到達すべき目標・水準を示すものであること

から、未修１年次学生の到達度を確認する試験と

しては、とりわけ基礎的な理解を確認する必要が

ある。他方、２年次学生も参加することから、や

や発展的・応用的な内容についても出題し、法科

大学院における学修状況を検証することも重要で

ある。今回の試行試験では、基礎的な問題を中心

としつつ、一定の数については、やや発展的・応

用的な問題も出題した。 

・出題範囲を特に限定しなかったが、法科大学院に

よって教育課程が異なる場合においては、出題範

囲を限定する、あるいは、各法科大学院が成績を

分析・評価する際に一定の問題を除外するなど、

具体的にいかなる対応を講ずべきかについては、

さらに検討が必要。 

 

資料１－３ 



 第１回試行試験（平成２６年度） 第２回試行試験（平成２７年度） 第３回試行試験（平成２８年度） 第４回試行試験（平成２９年度） 

・基礎的な知識を端的に確認するため

には正誤式問題が適切であるが、一

定の知識を前提とした思考力を確認

するために多肢選択式の問題と併用

するべき。 

・憲法・刑法が３０問、民法が４５問で

あったが、全般的な理解を確認する

ことは可能。 

・未修者１年次と２年次を比較すると学習

について確実な進捗が認められ、２年次

においても未修者と既修者の間の学修の

達成度において一定の差異が認められ

る。出題数が増加したためより広い範囲

を問うことができるメリットがある一

方、特定の範囲に限って正答率が著しく

低下する状況は特になく、有意な影響は

ないため、昨年度と同程度の問題数でも

全般的な理解を確認することは十分に可

能。 

・学年別問題に関して、１年次と２年次の学修に

段階的な差異があるというよりは、①１年次は

基本的な制度・ルールの理解、②２年次は１年次

の理解の確認と演習形式の授業による応用、と

して実際の教育課程を組み立てることが多いこ

とからすれば、②の固有にかかわる出題を短答

式により学年別問題として出題することにはや

や無理がある。 

・１年次と２年次の違いは基本的な制度・ルール

の理解の定着度の違いというところに現れるの

ではないか。そうだとすれば、学年別問題の出題

を行う意義は必ずしも明確ではない。 

 

・基礎的な知識の確認とともに、一定の知識を前提

とした思考力を確認するためには、正誤式問題と

多肢選択式問題を併用する必要があると思われ

る。両者のバランスについては、科目の特性を踏

まえつつ、今年度と同様、２対１の割合を目安と

する出題が適当と思われる。 

・マークシートによる解答方式では、発展的・応用

的な思考能力を具体的に核にするには限界がある

が、基本的な知識や思考力を確認することは十分

に可能であると思われる。 

・問題の難易度については、概ね適切であったと思

われる。 

・問題数も適当と思われる。 

 

試験実施上の 

問題点について 

・実施会場に関し、小規模な法科大学院

における共同実施の要請がありつつ

学生の便宜も考慮すべき。 

・社会人を中心とする法科大学院にお

いては平日実施の場合に参加が困

難。 

・視覚障害を有する学生に対する点訳・

墨訳を当該法科大学院において対応

し、解答時間を１．５倍として実施し

た。 

・各法科大学院に対して個別の学生の

成績を知りえないよう対応し、受験

学生に対しては全体の試験結果の概

要等を公表。 

・受験に際して特別な措置が必要となる学

生への対応については各法科大学院に委

ねることとし、点字問題等については申

し出のあった法科大学院へ提供。 

・進級後である４月以降に、法科大学院に

対して全体の採点・分析結果と個々の学

生の採点結果を提供し、必要に応じて法

科が大学院から個別の学生に提供。正解

及び全体の概括的な分析結果をホームペ

ージ上で学生に対して公開。 

・学内成績と試行試験の結果との比較分析

を各法科大学院へ依頼。 

・学生アンケートを実施。 

・試験委員を作問委員と点検委員に分けた

ところ、法曹実務家が点検委員に加わる

ことは、出題内容の適切さを確保する上

で重要。 

・視覚障害を有する学生は居なかったが、特別対

応者のため実施校の判断で回答時間を１．２５

倍とした法科大学院、ＰＣを用いた別室受験と

した法科大学院があった。 

・マークシートの記入ミスが多数発生したことに

よる運営側の負担。 

・朝９時からの開始としたため、交通機関の乱れ

等により繰り下げ実施が発生。 

・視覚障害を有する学生は居なかったが、PC を用い

ての答案作成およびそれに伴う別室受験の措置を

とることとした法科大学院等が３校あった。 

 共通到達度確認試験が本格的に実施される場合に

は、特別措置に関する対応を前もって十分な検討

を行うことが必要。 

・休学者の受験可否については検討が必要。 

・作問過程の秘密保全をどう組織的に確保するか検

討を要する。 

 

 

参加校数 ５７校（うち３大学は受験者０） ６０校（うち２大学は受験者０） ５４校（うち１大学は受験者０） ４９校 

全科目受験者数 ４７６人（５８．７％） 

※未修１年のみ 

１，１５３人（３６．７％） 

 －未修１年：３８１人（３７．４％） 

 －未修２年：２６０人（２８．３％） 

 －既修２年：５１２人（３２．３％） 

８９２人（２９．９％） 

 －未修１年：３１７人（３６．９％） 

 －未修２年：１９４人（２２．９％） 

 －既修２年：３８１人（２７．０％） 

９３４人（３３．９％） 

－未修１年：３０７人（３９．６％） 

 －未修２年：２１４人（３１．８％） 

 －既修２年：４１３人（３１．６％） 

全科目合計点の

得点率 

未修１年 ６２．２％ 未修１年 ６３．８％ 

未修２年 ６９．０％ 

既修２年 ７３．５％ 

全受験者 ６９．３％ 

未修１年 ６４．４％ 

未修２年 ６３．８％ 

既修２年 ７０．０％ 

２年次生 ６７．９％ 

未修１年 ６２．１％ 

未修２年 ６４．６％ 

既修２年 ６９．１％ 

全受験者 ６５．８％ 

 


